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令和5年 地方分権改革に関する提案

令和5（2023）年7月

大阪府 四條畷市

●提案事項
国民健康保険被保険者が都道府県外の医療機関等を受診して
地方単独医療制度を利用する場合の現物給付を可能とするための見直し

2
2

重点番号１：国民健康保険被保険者が都道府県外の医療機関等を受診して地方単独医療制度を利用する場合の現物給付を可能とするための見直し（四條畷市）
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大阪府四條畷市の概要・東部地域

●地理的環境

大阪市から約15kmに位置する「ベッドタウン」

●人口

54,634人（令和5年5月末時点）

●面積

面積18.69㎢

❶概要

❷東部地域

●地域特性

奈良県生駒市と接し、約17％（9,055人）が在住

●住民ニーズ

「医療」 ・ 「買い物」・「コミュニティバス（地域循環バス）」

●医療サービス

生駒市・奈良市の医療機関を利用

（耳鼻咽喉科・眼科などをかかりつけ医）
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バス(奈良交通）

コミュニティバス

医療
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東部(田原）地域のニーズ n（回答数）=1,261

※日々の暮らしのアンケート結果より

「やや不満」、「不満」と回答した割合を表示
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市の福祉医療費助成制度におけるサービスの現状（１）

都道府県単位で補助金基準となる制度設計が示され、各自治体が福祉医療費助成制度を設計。大阪府内の福祉医療費
助成制度（地方単独医療助成制度）での助成方法は、大阪府内の医療機関等での受診の際は現物給付である一方、大阪
府外の医療機関での受診は償還払いが必要

❶地方単独事業

❷市の問題意識

●子ども医療費助成制度での適用事例

子ども医療費助成制度を設計・執行（四條畷市子ども医療費の助成に関する条例第8条、四條畷市子ども医療費の助成
に関する条例施行規則第7条）している。このことから、医療機関等で医療サービスを受診する費用負担は１日500円
まで（１医療機関あたり）の自己負担を実現

●大阪府外の医療機関で出産し、未熟児養育医療（国の制度）と子ども医療費助成制度の併用事例

入院中は未熟児養育の対象となり窓口負担（保険適用分）ないものの、退院後は未熟児養育対象とならず、子ども医療
助成制度の適用事例となる。このような場合、下記で示す、助成方法の異同が発生

●助成方法の異同

大阪府内の医療機関等での受診は現物給付である一方、大阪府外の医療機関（奈良県の医療機関）の場合償還払いと
なるため、後日四條畷市役所へ払い戻しの手続きを申請をする必要

●償還払いの場合の流れ ※現物給付は、①のみで決済可能（助成を受けられる）

①通院 ③申請②必要書類保管

受診医療機関 府内 府外

助成方法 現物給付 償還払い

医療機関への支払額 500円を上限 2割～3割負担

市役所への申請 不要 必要

●例：子ども医療費助成制度（地方単独医療制度）
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市の福祉医療費助成制度におけるサービスの現状（２）

❸東部地域の問題

❹保険区分での異同

●社会保険加入者の福祉医療費助成への取組

市では、東部地域の問題を解消するため、奈良県内の医療機関等の協力のもと、平成２９年４月から社会保険加入者の
福祉医療費助成について、現物給付を実施。令和５年１月末時点で539件の医療機関等の協力を得ている。

●協力医療機関等の件数 （令和5年1月末時点）

●東部地域住民の府外受診の増加

社会保険において奈良県の協力医療機関で「福祉医療費助成制度」府外受診の現物給付を実施した結果、
東部地域市民の府外受診も増加し、住民ニーズが顕在（東部地域の府外現物給付5,458件）
特に、東部地域住民の加入保険区分で助成方法が異なることによる「手続格差」が顕著

区域 医科 歯科 調剤 合計

奈良市 92件 162件 88件 342件

生駒市 51件 53件 39件 143件

生駒郡 9件 27件 14件 50件

その他 4件 4件

合計 152件 242件 145件 539件

●東部地域と西部市街地域の償還払実績（令和4年度）

1,170

東部地域 西部地域

約4.4倍

医療機関従事者からも
国民健康保険加入者の
現物給付を求める声も

※子ども・ひとり親家庭医療費助成申請を対象

267 

国民健康保険でも

使えるようにして

ほしい

奈良県で医療証が使える
と助かる

主な生活圏が「奈良県」である世帯が多く、医療機関等の利用も同様。大阪府外の医療機関等での受診の場合、
「福祉医療費助成制度」による現物給付が受けられない。よって、償還払いの手続きが西部地域と比較して多い。
（※子ども医療費助成、ひとり親家庭医療費助成での令和4年度の実績として東部地域が1,1７０件である一方、
西部地域は267件と約4.4倍の差がある。）

市民の声 医療機関の声

（単位：件）
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